
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２０年 １２月 

京都府議会議長 様 
 

２０人程度学級の実現、教育の無償化を！ 

２０２０年度 

すべての子どもたちの命を守り、 
安心して学べる学校づくり、 
教育条件の整備を求める署名 

 

子どもと教育・文化を守る京都府民会議 

京都市中京区壬生仙念町 30-2 ラボール京都内 

 

京都の公立高校３０人学級をすすめる会 

京都市左京区聖護院川原町 4-13 京都府教育会館内 

 

【取扱い団体】 

 
 
 
 

請願趣旨 

 

京都府での新型コロナウイルス感染拡大が終息しない中、学校で

の授業が再開されました。「3 密」を避けることが必要とされており、

1 つの教室に最大 40 人の子どもが学習する環境を改善するため、1

クラス 20 人程度の学級規模にすることが求められています。 

また学校再開後に不調をきたす子どもが増えており、長い休校期

間を経て再開した学校生活に子どもが適応していくためには、長期

的に一人ひとり子どもの心身の状況にていねいによりそい、支える

ための教職員の増員が欠かせません。 

また感染拡大による経済の停滞のため、収入が激減した保護者も

多く、子どもたちの家庭環境の悪化が懸念されています。大学生の

多くもアルバイト先も失い、学業の断念を検討している人も少なく

ない、と報道されています。子育て世帯や大学生への支援も急務で

す。 

コロナ禍によって明らかになった日本の、京都の不十分な教育条

件を大きく改善させることが必要です。すべての子どもが安心して

学ぶことができ、ゆきとどいた教育を受けることができる学校をつ

くるための条件整備を、裏面のように請願します。 

いまこそ子どもたちに 

20人学級を 

教育署名にご協力ください！ 

 

 

今までに集められた署名数は、全国でのべ約４億６５５９

万筆となりました。この一人ひとりの署名が集まって、国や

それぞれの自治体での子どもの教育環境を改善するきっか

けとなりました。2019 年度は全国で 482 万 1527 筆（公立

69 万 4995 筆、私立 412 万 6532 筆）、京都府で 1 万 9019

筆を府議会に、国会に 2 万 0007 筆（公立分）請願提出しま

した。  

 

 

 

私たちの教育の願いを実現するためには、国や自治体の予

算を決める機関への働きかけが必要です。賛同する人が多い

ほど願いが実現へ向かう力となります。お一人でも多くのご

賛同とご協力をお願いします。 

 

 

国籍・年齢に制限はありません。フルネームでご署名くだ

さい。京都府在住の方以外でも署名していただけます。 

 

 お手数ですが、府議会宛・国会宛、左右２カ所に署名し

てください。他府県にお住まいの方は、「京都府」を 2 本線

で消し、府県名からお書きください。 

「同上」や「〃」は請願の際、無効となりますので避けて

下さい。 

衆 議 院議長 様 

参議院議長 様 

国の責任による35人以下学級の前進、教職員定数増、 

教育無償化、教育条件の改善を！ 

２０２０年度 すべての子どもたちに 

ゆきとどいた教育を求める全国署名 
 

子どもと教育・文化を守る京都府民会議 

京都市中京区壬生仙念町 30-2 ラボール京都内 
 

京都の公立高校３０人学級をすすめる会 

京都市左京区聖護院川原町 4-13 京都府教育会館内 
 

【取扱い団体】 

 

 

 

請願趣旨 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、全国一律に 3 月の臨時休校が要

請され、4月 7日の緊急事態宣言によって、多くの都道府県で臨時休校が 5月

末まで延長されました。約 3 カ月にわたる臨時休校が行われた自治体では児

童生徒・保護者の不安と混乱が増すばかりで、子どもたちのいのちと健康を守

ることと学習権を保障することが大きな課題になりました。そうした中で学

校を再開するにあたり、感染拡大防止対策として教室の「密」を避けるための

少人数学級・授業、学校規模の縮小などが必要です。そのためには教職員を増

やすことが不可欠です。現行の 40人学級では子どもたちのいのちと健康を守

ることができません。教室に社会的距離を確保するには 20人程度で授業でき

るようにすることが必要です。いま「20 人以下学級」を展望した少人数学級

の前進がもとめられています。 

教育全国署名はこれまで一貫して少人数学級を国に求めてきました。保護

者・地域の願いに応えて国の標準を下回る独自の少人数学級を実施する自治

体が増え続けていますが、地方財政は苦しく国の加配の範囲でしか独自措置

できない自治体は少なくありません。今こそ国が責任をもって少人数学級を

実現する時です。 

大きな課題である教職員の長時間過密労働解消に向けて、最も必要なこと

は教職員を増やすことと、少人数学級をすすめることです。そのために、義務・

高校標準法を改正し抜本的な教職員定数改善をおこなうことが必要です。同

時に、私学の教職員数を増やせるよう私立高校等経常費助成補助の大幅増額

も必要です。 

また、高等学校等就学支援金の所得制限を撤廃し、制度の拡充で公私ともに

学費の無償化をすすめ「無償教育の漸進的導入」（国際人権A規約）を具体化

することや、正規・専任の教職員を増やすこと、特別支援学校の過大過密を解

消すること、学校施設・設備の改善など、子どもたちが安心して学べる教育条

件の整備を国の責任で着実に前進させることが必要です。 

日本の「公財政教育支出の対GDP比（2016年度）」は 2.9%でOECD諸国

の中で最低です。OECD諸国平均 4.0%まで引き上げれば、小・中・高校の 35

人以下学級実現だけでなく、一人ひとりにゆきとどいた教育を保障する教育

条件整備と、公立・私立ともに就学前から大学まで教育無償化をすすめること

が可能となります。 

憲法と子どもの権利条約が生きて輝く学校づくりをすすめるために、すべ

ての子どもにゆきとどいた教育を実現する教育条件整備を以下のように請願

します。 


